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はじめに

　中部経済連合会はこれまで、わが国の社会・経済を覆う閉塞感を打破し、国全
体に活力を創出するために、道州制を実現するべきと主張してきた。道州制は、
現在の中央集権的な統治構造を抜本的に見直し、国から地方へ権限と財源を移す
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は、国民が等しく受けられる最低限の水準、すなわち「ナショナル・ミニマム」を
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分野 小分類 国の事務 州の事務 基礎自治体の事務

交通・通信・
放送

交通

鉄道運送事業政柵
凌 自動車運送事業政柵 公営バスの運営
貨物自動車運送事業政柵

自賠責保険制度 自動車の登録・検査・整備
交通安全対柵

海運国際協定、船舶航行安全
航空国際協定、航空機航行安全

通信・放送

電波管理
誹 事態しの重要通信の確保
情報セキュリティー対柵の推進

無線玉筪設の免許付与、審査
委託放送事業に対ずる認定

雇用・労働 雇用 雇用保険雇 用 対 柵 、 雇 用 均 等 の 確 保 、 外 国
人雇用

職業紹迦、職業訓練

労働労働条件、労働相談

安全・防災

安全テロ対柵自衛隊派遣要請

スパイ対柵、公粟警察防災気象情報防災計画

大規模災慨ま対応自衛隊派遣要請消防活動、被災証明

福祉・健康

福祉

児童福祉施設・幼稚園

児童相談

児童手宕、遺児手宕など

母子福祉

障慨儒福祉

高齢儒福祉

迦護保険制度基準制定 迦護保険制度運営

生活保護

民生委員

年金

自衛隊員及び遺族に対ずる恩ﾜ医療

救急医療体制、庖医療体制整備病院・診療所・助産所の開設許可

病院の整備・運営（現在の国立病院）医療法人の設立許可

治 療 方 法 が 確 立 し て い な い 疾 病 の
予防・治療難病対柵感染症対柵、予防接種

医 療 保 険 （ 被 用 儒 保 険 、 国 民 健 康
保険）衛生

興行場、 凌、 公衆浴場、理容所、美容所、クリーナング所の営業許可

検疫埋葬、火葬、改装、慕、納骨堂健康 栄養指導、健康相談

医薬医薬品等の検査・検定
医薬品等製造範売業の許可薬玉筪設の許可医薬品範売業の許可

毒物劇物範売業の登録・監視指導
毒 物 劇 物 業 務 上 者

妌 千 閏 千瓜体制、千職員

大 の整備・運営（現在の国立大 ）ス匹ー‡事業（国際・全ミ ス匹ー‡
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１．基礎自治体と州との関係における基本的考え方

①　基礎自治体は住民生活に直結する事務・事業を中心に担い、州は広域的な事務・
事業および基礎自治体との調整を中心に担う。

　基礎自治体は、従来県が行っていた事務・事業の移譲を受け、住民生活に直結す
る事務・事業を中心に担う。また、近隣の基礎自治体と連携し、事務・事業の共同
実施などを積極的に行っていくことが求められる。こうした役割を果たすために、
基礎自治体には一定の人口・財政力を備えていることが望ましい。
　他方、州は、従来国が行っていた事務・事業の移譲を受け、広域的な事務・事業
や規模のメリットを活かせる事務・事業を中心に担う。加えて、州内の基礎自治体
との連絡・調整や、国および他州との調整も担う。

②　基礎自治体が行う事務・事業は、人口等の規模に関係なく原則5
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都市基盤整備：州道、港湾、交通・運輸政策
産 業 経 済：商工業振興、観光政策、雇用対策
教 育・文 化：教育、文化振興
医　　　　療：医療体制整備
環　　　　境：環境規制・対策、産業廃棄物対策

③　大都市に特有の行政需要に対しては、新たな大都市制度を設けるのではなく、
税財政制度の抜本改革を行うことで対応する。

　道州制の下で、大都市が社会資本や産業の集積を活かして州全体の経済を牽引す
る役割を果たしていくためには、許認可や協議といった形での州政府による過度な
関与は極力排除すべきである。
　他方で、州政府が行う施策との整合性を確保しなければいけない事務については、
州と基礎自治体で十分な調整が必要であろう。また、州全体に影響や効果が及ぶよ
うな
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　このような認識のもと、国土形成計画の広域地方計画策定にあたり、停
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　さらに、立候補時に掲げたマニフェストの実現度合いをチェックする第三者機
関の新設や、多選による弊害を防ぐことを目的に、２期８年までとする多選制限
を実施する必要もある。

５．中部州の議会・議員

①　州議会に求められる役割
ａ）活発で実質的な審議と積極的な情報公開が必要。
　首長・議員双方からの政策提案や議案の実質的な審議が活発に行われ、議会の
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ｃ ） 州 議 会 議 員 に は 、 政 務 調 査 費 の 有 効 活 用 と 透 明 性 の 確 保 が 求 め ら れ る 。

　 広 範 な 専 門 的 知 識 を 必 要 と す る 議 員 活 動 を サ ポ ー ト す る た め に 、 議 員 に 支 給 さ

れ る 政 務 調 査 費 を 拡 充 し 、 議 員 が 自 ら の ブ レ ー ン を 雇 う 費 用 と し て 有 効 活 用 す る

こ と が 期 待 さ れ る 。

　 当 然 の こ と な が ら 、 議 員 に は 支 出 明 細 の 公 開 な ど 、 政 務 調 査 費 の 使 途 に つ い て

透 明 性 確 保 が 求 め ら れ る 。

ｄ ） 基 礎 自 治 体 議 会 議 員 は 、 様 々 な 立 場 の 者 が 就 任 し や す く す る べ き 。

　 基 礎 自 治 体 議 会 議 員 は 、 住 民 サ ー ビ ス に 直 結 す る 行 政 に 関 す る 政 策 提 案 や 議 案

審 議 を 行 う 必 要 が あ り 、 昼 間 に 住 民 票 所 在 地 に い な い 会 社 員 な ど 、 様 々 な 立 場 の

者 が 議 員 に な れ る よ う 、 制 度 的 な 配 慮 が 必 要 で あ る 。

④ 　 州 議 会 議 員 の 定 数
ａ ） 道 州 榛
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⑵ 高度な産業集積

①　「ものづくり」の中枢圏域
　中部５県は、製造品出荷額ベースで全国の27％（平成19年）を占める、わが国有
数の工業地帯である。国内の過半を制している輸送用機械をはじめ、電気機械・電
子部品・プラスチック製品など多数の業種においても製造品出荷額は国内の25％を
超えており、国際的にも重要な「ものづくり」の中枢圏域となっている。
　しかしながら現状では、４ha超の農地転用に農林水産大臣の許可を要するほか、
工場の敷地面積に対する緑地面積割合の基準を国が定めるなど、産業振興の施策は
国による制約を強く受けている。なお農地転用に関しては、国の許可が形式的にな
りやすく、地域の実情を反映していないとの指摘もなされている。
　また地方レベルでは、県別に産業振興策が展開されているため、規模に自ずと限
界があり、かつ個別に海外事務所を設けて企業誘致を試みるなど競合も見られ、地
域として独自性を発揮することが困難な状況にある。
　将来にわたって持続的に産業を振興していくためには、国による全国一律の施策
や、各都道府県が個別に事業展開している現状を改め、広域的かつ総合的に施策を
展開していく必要があろう。

②　自立的な産業振興の強化
　道州制に移行した後、宅 -
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⑸ 一体的な森林整備により自然災害への備えを強化

①　森林保護の重要性と課題
　中部地域は冬期に内陸部で雪が多い一方、夏期の沿岸部は台風の上陸などで多雨
になる傾向にある。また、中央アルプスや南アルプスなどの日本を代表する山々が
あり、これらの急峻な山岳地帯は信濃川・富士川・天竜川・神通川（庄川）・木曽
川・宮川など広い流域を有する河川の源流、すなわち当地域の水源地にもなってい
る。これら水源地から下流の平野部に向かって、多量の雨が短時間で急勾配の河川
を一気に流れることから、水害を受けやすい地域である中部の人々は、古くから治
山・治水に力を注いできた。
　水源涵養や土砂流出防備などの役割を担う保安林の整備目標策定などは、気象条
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ものと期待される。
　この結果、中部州には、広域流域単位で伐採、造林、林道、保安林などの指針が
でき、中部州内で統一した森林整備が実現している。また、豊かな自然環境を維持
しつつ、州政府が治山ぞ 扳
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⑺ 地域ニーズに合致した農業

①　より地元ニーズに即した農業施策が課題
　中部５県は、農業産出額ベースで全国の約12％を占める地域である。野菜や米の
生産が盛んであるほか、工芸農作物（茶）・花卉（菊）など特色ある農作物も数多







－ 44 －





－ 46 －





－ 48 －

とされており、地域の治安を何よりも実感している都道府県が自らの判断で機動的
に警察官を増やすことができない。
　また、都道府県警察の警視正以上の警察官の身分が国家公務員になっており、警
察本部長の任免についても国家公安委員会が都道府県公安委員会の同意を得て任免
することになっているなど、地方自治上問題のある構造となっている。

④　「州警察」への再編による治安の向上




